
（平成２３年７月２１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 17 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 14 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 22 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 17 件

年金記録確認千葉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 

 

千葉国民年金 事案 3704 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 58 年７月から 60 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 
 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 44 年８月から 47 年５月まで 

             ② 昭和 47 年８月から 53 年 11 月まで 

             ③ 昭和 55 年４月から 56 年６月まで 

             ④ 昭和 58 年２月及び同年３月 

             ⑤ 昭和 58 年７月から 60 年３月まで 

    私は、国民年金の加入手続や加入当初の国民年金保険料納付の状況を

詳しく覚えていないが、申立期間の保険料は市役所で納付していたは

ずなので、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間⑤については、申立人の国民年金の加入時期は、申立人の国民

年金手帳記号番号の前後の被保険者の資格記録等から、昭和 60 年５月頃

と推認でき、加入時点において、申立期間⑤の国民年金保険料は過年度納

付が可能である上、オンライン記録において、前後の期間の保険料は納付

済みであることが確認でき、申立期間⑤は 21 か月と比較的短期間である

ことを踏まえると、申立人は申立期間⑤の保険料を納付したものと考える

のが自然である。 

   一方、申立期間①から④までについては、オンライン記録によると、昭

和 60 年６月７日に厚生年金保険の被保険者記録に基づき国民年金の被保

険者資格記録を追加処理したことにより生じた国民年金の未納期間である

ことが確認でき、記録が追加されるまでは国民年金の未加入の期間であっ

たことが推認される上、当該追加処理を行った時点において、当該期間の

保険料は時効により納付することができない。 



 

 

   また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が払

い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   加えて、申立人が申立期間①から④までの保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間①から④

までの保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 58 年７月から 60 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



 

 

千葉国民年金 事案 3705 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成５年２月から同年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年２月から同年９月まで 

    私は、平成５年２月当時は学生だったので、母が国民年金の加入手続

を行い、私の代わりに国民年金保険料を納付してくれた。20 年も前の

ことで詳細は定かでないが、父から保険料を納付したと聞いており、申

立期間が未納とされていることは納得できないので、調査しほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の所持する年金手帳には、Ａ市において平成６年３月 28 日に交

付されたことが記されている上、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の

第３号被保険者の該当処理日及び免除申請者の免除処理日から、申立人の

国民年金の加入手続は同年４月から同年５月頃に行われたことが推認でき、

この時点において、申立期間の国民年金保険料は現年度及び過年度納付す

ることが可能である。 

   また、オンライン記録において、平成７年１月６日に過年度保険料の納

付書発行履歴が確認でき、申立人の国民年金の加入手続及び保険料を納付

していたとするその母は、「時期ははっきりとは覚えていないが、納付書

が送付されてきたので、Ａ市役所の庁舎内にあった銀行で保険料を遡って

納付したことがあったと思う。」と述べているところ、Ａ市役所は、「当

時、市役所の庁舎内には銀行の派出所があり、保険料の納付が可能であっ

た。」と回答している。 

   さらに、申立期間は８か月と短期間であり、オンライン記録において、

申立期間直後の６か月の保険料は過年度納付されていることが確認できる

ことから、申立人の母が申立期間直後の保険料と同様に申立期間の保険料

を過年度納付したと考えるのが自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

 

千葉国民年金 事案 3706 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60 年４月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 
 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60 年４月から 61 年３月まで 

    私は、昭和 60 年３月に会社を退職した後、Ａ市役所で国民年金の加

入手続を行った。申立期間の国民年金保険料は定期的に郵便局で納付

しており、当初、２か月分として１万 5,000 円を支払い、お釣りが返

ってきたことを覚えている。申立期間が未納とされていることは納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金の加入時期は、申立人の国民年金手帳記号番号の前後

の第３号被保険者の該当処理日から、昭和 61 年８月頃と推認でき、加入

時点において、申立期間の国民年金保険料は過年度納付することが可能で

ある。 

   また、申立人は国民年金に加入して以降、申立期間を除き、保険料を全

て納付しており、納付意識の高さが認められる上、申立人が当初納付した

と申述する保険料額は、申立期間当時の法定保険料額とおおむね一致して

おり、申立期間は 12 か月と短期間であることを踏まえると、申立人が申

立期間の保険料を納付していたと考えても特段不自然ではない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

 

千葉厚生年金 事案 3751 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 35 年４月１日から 37 年 10 月 25 日まで 

             ② 昭和 39 年１月 21 日から 41 年２月 27 日まで 

    私は、平成 22 年９月頃に年金記録を確認したときに、Ａ社及びＢ社

における厚生年金保険の被保険者期間について脱退手当金を支給された

記録になっていることを知ったが、当時は脱退手当金の制度も知らなか

ったし、受給した覚えが無いので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険者

期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立期間①及び②の間に

勤務した他の事業所の被保険者期間については、その計算の基礎とされて

おらず、支給の対象となっていないが、同事業所で厚生年金保険に加入し

ていることを認識していたという申立人が脱退手当金の請求をしたものと

すれば、これを失念するとは考え難い上、その被保険者期間と申立期間で

ある２回の被保険者期間は同一の厚生年金保険被保険者記号番号で管理さ

れているにもかかわらず、支給対象とされていない期間として存在するこ

とは事務処理上不自然である。 

   また、申立期間②のＢ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人

が記載されているページ及びその前後５ページに記載されている女性のう

ち、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日から前後２年以内に資格喪

失した脱退手当金の受給資格者は、申立人を除き 32 名いるが、そのうち

脱退手当金の支給記録がある者は２名のみであり、受給資格者３名への照

会結果からも、事業主による代理請求がうかがえないことを踏まえると、

事業主が申立人の委任に基づき代理請求したとは考え難い。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



 

 

千葉厚生年金 事案 3752 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 37 年 11 月 15日から 39 年５月 13 日まで 

             ② 昭和 39 年８月 27 日から 42 年９月１日まで 

    私は、脱退手当金のことを知らず、受給してもいないのに、脱退手当

金が支給された記録になっていることは納得できないので記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険者

期間をその計算の基礎とするものであるところ、脱退手当金の支給決定日

より前の２回の被保険者期間については、その計算の基礎とされておらず

支給の対象となっていないが、厚生年金保険に加入していることを認識し

ていたという申立人が脱退手当金の請求をしたものとすれば、これを失念

するとは考え難い上、支給対象となっていない被保険者期間のうち１回は、

申立期間と同一の厚生年金保険被保険者記号番号で管理されているにもか

かわらず、支給対象とされていない期間として存在することは事務処理上

不自然である。 

   また、Ａ社Ｂ工場を申立人と同時期に資格喪失した脱退手当金受給資格

者のうち５人から当該事業所における当時の脱退手当金の請求状況につい

て聴取したところ、いずれの者からも事業主による代理請求をうかがわせ

る供述は得られなかったことを踏まえると、事業主が申立人の委任を受け

て代理請求したとは考え難い。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



 

 

千葉厚生年金 事案 3753 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、平成７年４月から８年９月までの標準報酬月額につい

ては、事業主が、社会保険事務所（当時）に当初届け出た標準報酬月額で

あったことが認められることから、申立人の当該期間に係る標準報酬月額

を７年４月から同年９月までは 50 万円、同年 10 月は 53 万円、同年 11 月

から８年９月までは 30 万円に訂正することが必要である。 

   また、申立期間のうち、平成８年 10 月から９年６月までの標準報酬月

額については、30 万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立期間に係る当該期間の厚生年金保険料（訂正前の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年４月１日から９年７月１日まで 

    私は、ねんきん定期便を確認したところ、Ａ社における厚生年金保険

の標準報酬月額が、平成７年４月に 50 万円から 15 万円に引き下げられ

ていることが判明した。申立期間の給料は、50 万円以上支給されてい

たので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人の申立期間のうち、平成７年４月１日から８年 10 月１日まで

の期間については、オンライン記録によると、申立人のＡ社における

当該期間の厚生年金保険の標準報酬月額は、当初、７年４月から同年

９月までは 50 万円、同年 10 月は 53 万円、同年 11 月から８年９月ま

では 30 万円と記録されていたところ、同年４月 30 日付けで７年４月

まで遡って 15 万円に減額訂正されていることが確認できる。 

    また、オンライン記録によると、Ａ社において、申立人のほかにも７

人が申立人と同様に、遡及して標準報酬月額が減額訂正されているこ

とが確認できる。 

    さらに、Ａ社の元経理担当者は、「申立期間当時は社会保険料の滞納

があり、社会保険事務所から督促の連絡があったことを記憶してい



 

 

る。」と供述している。 

    加えて、Ａ社の閉鎖登記簿謄本により、申立人は同社の取締役でなか

ったことが確認できる上、申立期間当時の同僚及び経理担当者は、

「申立人は、社会保険事務に関与していなかった。」と回答している。 

    これらの事実を総合的に判断すると、平成８年４月 30 日付けで行わ

れた遡及訂正処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所

において上記標準報酬月額の減額処理を行う合理的な理由は無く、当

該期間の標準報酬月額について有効な記録訂正があったとは認められ

ないことから、当該遡及訂正処理の結果として記録されている申立人

の７年４月から８年９月までの標準報酬月額は、事業主が社会保険事

務所に当初届け出た、７年４月から同年９月までは 50 万円、同年 10

月は 53 万円、同年 11 月から８年９月までは 30 万円に訂正することが

必要である。 

 

  ２ 申立人の申立期間のうち、平成８年 10 月１日から９年７月１日まで

の期間の標準報酬月額については、前記遡及訂正処理を行った日以降

の最初の定時決定（８年 10 月１日）で 15 万円と記録されていること

がオンライン記録において確認できる。 

    しかしながら、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料控除額を確

認できる資料を所持していないものの、申立人に係る雇用保険受給資

格者証の離職時賃金日額から、当該期間の報酬月額に見合う標準報酬

月額は 30 万円を超える額であったと認められる。 

    また、申立人と同様に平成８年 10 月１日の定時決定において、標準

報酬月額が減額されている元同僚が所持する給与明細書において、当

該定時決定以後もそれ以前の標準報酬月額より上位等級に相当する保

険料が控除されていることが確認できる。 

    これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、平成８年

10 月１日から９年７月１日までの期間については、当該定時決定前の

標準報酬月額（30 万円）に基づく保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

    なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否か

については、上記元同僚の給与明細書等において確認できる保険料控

除額に見合う標準報酬月額とオンライン記録の標準報酬月額が長期間

にわたり一致していないことから、事業主は、保険料控除額に見合う

標準報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該

標準報酬月額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は、申立人に係る当該保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。



 

 

千葉厚生年金 事案 3754 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39 年 11 月１日から 41 年 12 月 31 日まで 

    私は、平成 22 年に日本年金機構より送付されてきた「脱退手当金に

関わる厚生年金加入記録」確認はがきで、Ａ社Ｂ工場に勤務していた申

立期間について脱退手当金が支給されていることを初めて知った。会社

から脱退手当金の説明を受けていないし、脱退手当金をもらった記憶も

無いので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険者

期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立期間の前に資格喪失

している被保険者期間についてはその計算の基礎とされておらず未請求と

なっているが、当該期間と申立期間は別の厚生年金保険被保険者記号番号

で管理されているものの、申立期間の約１か月前の資格喪失であり、初め

て就職した事業所での被保険者期間を申立人が失念するとは考え難い。 

   また、申立人は脱退手当金が支給されたこととなっている時期には、既

に国民年金に任意加入し国民年金保険料を納付しており、申立人が当時脱

退手当金を請求する意思を有していたとは考え難い上、国民年金に任意加

入して以降は、厚生年金保険と国民年金の切替手続をいずれも適切に行っ

ており、国民年金保険料の未納期間は存在せず、年金を継続する意思がう

かがえる。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



 

 

千葉厚生年金 事案 3755 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失

日に係る記録を平成 10 年３月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

20 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 10 年２月 28 日から同年３月１日まで 

    私は、平成８年４月から 10 年２月末日までＡ社（現在は、Ｂ社）に

おいてＣ（業務）の仕事をしていた。同社における厚生年金保険被保

険者資格喪失日は同年３月１日が正当であるが、同年２月 28 日で処理

されていることから同年２月は厚生年金保険被保険者期間が欠落して

いる。所持している給与明細書から厚生年金保険料の控除が確認でき

るので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社から提出された退職者シート及び申立人が所持しているＡ社の給与

明細書から判断すると、申立人は当該事業所に継続して勤務し、申立期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成

10 年１月の社会保険事務所（当時）の記録から 20 万円とすることが妥当

である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は申立期間当時の資料は保存しておらず不明

としているが、事業主が資格喪失日を平成 10 年３月１日と届け出たにも

かかわらず、社会保険事務所がこれを同年２月 28 日と誤って記録するこ



 

 

とは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る同年２月の保険料について納入の告知を

行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納

付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、

事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 



 

 

千葉厚生年金 事案 3756 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）本店に

おける資格喪失日に係る記録を昭和 46 年９月１日に訂正し、申立期間の

標準報酬月額を８万 6,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46 年８月 31 日から同年９月１日まで 

    私は、昭和 44 年４月にＡ社に入社後、46 年９月１日から 47 年 10 月

30 日までの期間は、Ｃ社に出向していたが、申立期間を含めＡ社に継

続して勤務しており、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無いことは

納得できない。調査して加入記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出されたＢ社Ｄ（部門）発行の職歴証明書及びＥ健康保険

組合から提出された健康保険資格喪失証明書から判断すると、申立人はＡ

社及びその関連会社に継続して勤務し（Ａ社本店からＣ社に異動）、申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

   なお、異動日について、申立人は、「昭和 46 年８月 31 日までは、Ａ社

本店で業務を行い、同年９月１日に異動した。」と供述していることから、

同年９月１日とすることが妥当である。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社本店に係る昭

和 46 年７月の社会保険事務所（当時）の記録から８万 6,000 円とするこ

とが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は不明としているが、事業主が申立人に係る



 

 

資格喪失日を昭和 46 年９月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事

務所がこれを同年８月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、

事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申

立人に係る同年８月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保

険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に

充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に

係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



 

 

千葉厚生年金 事案 3757 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ（機関）Ｂ事業所（現

在は、Ｃ（機関））における資格喪失日に係る記録を昭和 45 年４月１日

に訂正し、申立期間に係る標準報酬月額を４万 8,000 円とすることが必要

である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45 年３月 31 日から同年４月１日まで 

    私は、昭和 41 年３月に大学を卒業後、同年４月１日にＡ（機関）Ｂ

事業所でＤ（職種）として勤務し、45 年４月１日付けでＥ事業所に転

勤となったが、Ｂ事業所の厚生年金保険被保険者資格喪失日が同年３月

31 日、Ｅ事業所での被保険者資格取得日が同年４月１日となっており、

厚生年金保険被保険者期間に１か月間の未加入があることに納得できな

いので、調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、Ｃ（機関）から提出された回答書及び元同僚の証

言から判断すると、申立人はＡ（機関）Ｂ事業所に継続して勤務し（昭和

45 年４月１日にＡ（機関）Ｂ事業所からＥ事業所に異動）、申立期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ（機関）Ｂ事業

所における昭和 45 年２月の社会保険事務所（当時）の記録から、４万

8,000 円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は不明としているが、事業主が資格喪失日を



 

 

昭和 45 年４月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを

同年３月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日

を厚生年金保険の資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る同年３月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会

保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料

に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人

に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



 

 

千葉厚生年金 事案 3758 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 39 年４月１日から 40 年２月 26 日まで 

             ② 昭和 41 年 10 月１日から 45 年９月１日まで 

    私の年金記録を確認したところ、申立期間が脱退手当金支給済期間と

なっているが、脱退手当金をもらったことは無いので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険者

期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立期間の間にある１事

業所の被保険者期間（３か月）についてはその計算の基礎とされておらず、

未請求となっているが、申立人がこれを失念するとは考え難い上、未請求

となっている被保険者期間と申立期間である２回の被保険者期間は同一の

厚生年金保険被保険者記号番号で管理されているにもかかわらず、脱退手

当金が支給されていない期間として存在することは事務処理上不自然であ

る。 

また、申立期間の最終事業所のＡ社の被保険者名簿における申立人が記

載されているページとその前後５ページに記載されている女性のうち、申

立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日の前後２年以内に資格を喪失し受

給資格を満たす者は 12 名おり、そのうち脱退手当金の支給記録があるの

は２名と少ない上、資格喪失から支給決定までの期間は、１名が約３か月、

１名が１年以上であり、約３か月の１名に照会したところ、「当該事業所

から脱退手当金について説明を受けていないが、以前に別の会社を退職す

る際に、社員の人に女性は脱退して一時金をもらった方がいいと言われた

ため、自分で手続を行った。」と回答していることから、当該事業所が脱

退手当金の代理請求を行っていたとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



 

 

千葉厚生年金 事案 3759 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社Ｂ工場（現在は、Ａ社Ｃ（部門））における厚生年金保険

被保険者資格取得日は昭和 19 年 10 月１日、資格喪失日は 20 年８月 28 日

であると認められることから、申立期間の被保険者資格の取得日及び喪失

日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については１万円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 19 年 10 月１日から 20 年８月 28 日まで 

私は、昭和 19 年６月にＤ（職種）としてＡ社Ｂ工場に勤務したが、

20 年８月に工場が就業できなくなり雇用が自然解消となった。年金事

務所からの厚生年金保険の問い合わせでは、申立期間が厚生年金保険の

被保険者期間となっていないが、勤務していたことは間違いないので、

記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｂ工場に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）及び健康保険厚

生年金保険被保険者名簿において、申立人と同姓同名で生年月日が一致し、

基礎年金番号に統合されない記録（資格取得日は昭和 19 年６月１日、資

格喪失日は未記載）が確認できる。 

また、上記被保険者名簿において昭和 19 年６月１日に被保険者資格を

取得している当時の同僚は、「私は、Ｄ（職種）の同期の同僚として申立

人を記憶している。」と証言していることから、当該未統合記録は申立人

の記録であると判断することができる。 

一方、当該未統合記録には、資格喪失日の記載が確認できないところ、

上記元同僚は、「申立人は、Ａ社Ｂ工場で私と同じ仕事をしていた。終戦

前に工場は麻痺状態となり、その後、従業員は散り散りになった。」と証

言している上、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、



 

 

当該元同僚の被保険者記録は昭和 19 年６月１日に被保険者資格を取得し、

20 年８月 28 日に被保険者資格を喪失していることが確認でき、ほかにも

同日で資格喪失している者が多数確認できる。 

なお、申立人のＡ社Ｂ工場における厚生年金保険被保険者資格取得日に

ついては、同工場に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）及び健康保

険厚生年金保険被保険者名簿において、昭和 19 年６月１日と記録されて

いるが、厚生年金保険制度発足前の準備期間であることから厚生年金保険

料の徴収は行われていない期間にあたる。 

これらを総合的に判断すると、申立人のＡ社Ｂ工場における厚生年金保

険被保険者資格取得日は昭和 19 年 10 月１日、資格喪失日は 20 年８月 28

日であると認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、厚生年金保険法及び船員保

険法の一部を改正する法律（昭和 44 年法律第 78 号）附則第３条の規定に

準じ、１万円とすることが妥当である。 



 

 

千葉厚生年金 事案 3760 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 34 年 12 月 24 日から 36 年 12 月 26 日まで 

    私がＡ社に勤務していた厚生年金保険の加入期間について、脱退手当

金が支給されたと記録されているが、私は同社を退職する際には、脱退

手当金制度を知らなかったため、請求の手続は行っておらず脱退手当金

を受け取っていない。納得できないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間の脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪

失日から約２年２か月後の昭和 39 年２月 28 日に支給決定されたこととな

っており、事業主が申立人の委任を受けて代理請求したとは考え難い。 

   また、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被

保険者期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立期間より前に

ある被保険者期間については、その計算の基礎とされておらず、未請求と

なっているが、申立人が３回の被保険者期間のうち、２回の被保険者期間

を失念するとは考え難い。 

   さらに、厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿及びＡ社の健康保険

厚生年金保険被保険者名簿において、申立人の氏名は変更処理されておら

ず、旧姓で管理されていることが確認でき、申立期間の脱退手当金は旧姓

で請求されたものと考えられるが、申立人は昭和 36 年 12 月＊日に婚姻し、

改姓していることから、申立人が脱退手当金を請求したとは考え難い。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



 

 

千葉厚生年金 事案 3761 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録は、事後訂正の結果 15 万円

とされているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当

することから、年金額の計算の基礎となる標準賞与額は訂正前の１万

5,000 円とされているが、申立人は、申立期間について、その主張する標

準賞与額（15 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金

保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人

の申立期間における標準賞与額に係る記録を 15 万円とすることが必要で

ある。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 61 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 20 年 12 月 29 日 

    Ａ社は、申立期間に 15 万円の賞与を支給し、厚生年金保険料を控除

したが、誤って１万 5,000 円として「被保険者賞与支払届」の届出を行

った。届出事実の発生より２年以内に正しい届出を行っておらず、申立

てに係る標準賞与額に基づく保険料を納付していなかったが、平成 23

年２月 22 日に「被保険者賞与支払届」を再提出しているので、年金給

付に反映されるように記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によれば、申立人の申立期間における標準賞与額は、当

初１万 5,000 円と記録されていたが、当該期間に係る厚生年金保険料の徴

収権が時効により消滅した後の平成 23 年２月に 15 万円に訂正されたとこ

ろ、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎とな

る標準賞与額は、当該訂正後の標準賞与額（15 万円）ではなく、当初記



 

 

録されていた標準賞与額（１万 5,000 円）となっている。 

   しかしながら、Ａ社から提出された給与台帳により、申立人は、15 万

円の標準賞与額に基づく保険料を事業主により平成 20 年 12 月 29 日支給

の賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく保険料を納付する

義務を履行したか否かについては、当該保険料（訂正前の標準賞与額に基

づく保険料を除く。）を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主

が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立人の主張する標準賞与額に基づく保

険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



 

 

千葉厚生年金 事案 3762 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録は、事後訂正の結果 40 万円

とされているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当

することから、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基

づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認めら

れることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料

の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立

人の申立期間における標準賞与額に係る記録を 40 万円と訂正することが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 20 年 12 月 29 日 

    Ａ社は、申立期間に 40 万円の賞与を支給し、厚生年金保険料を控除

したが、誤って４万円として「被保険者賞与支払届」の届出を行った。

届出事実の発生より２年以内に正しい届出を行っておらず、申立てに係

る標準賞与額に基づく保険料を納付していなかったが、平成 23 年２月

22 日に「被保険者賞与支払届」を再提出しているので、年金給付に反

映されるように記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によれば、申立人の申立期間における標準賞与額は、当

初４万円と記録されていたが、当該期間に係る厚生年金保険料の徴収権が

時効により消滅した後の平成 23 年２月に 40 万円に訂正されたところ、厚

生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準

賞与額は、当該訂正後の標準賞与額（40 万円）ではなく、当初記録され



 

 

た標準賞与額（４万円）となっている。 

   しかしながら、Ａ社から提出された給与台帳により、申立人は、申立期

間において、当該訂正後の標準賞与額より高い標準賞与額に基づく保険料

を事業主により平成 20 年 12 月 29 日支給の賞与から控除されていたこと

が認められる。 

   また、特例法に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正

及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保

険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内である

ことから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとな

る。 

   したがって、申立人の申立期間における標準賞与額については、給与台

帳において確認できる賞与支払額から、40 万円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく保険料を納付する

義務を履行したか否かについては、当該保険料（訂正前の標準賞与額に基

づく保険料を除く。）を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主

が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立人の主張する標準賞与額に基づく保

険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



 

 

千葉厚生年金 事案 3763 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち昭和 27 年４月１日から同年 10 月１日までの

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に係る記録

を同年４月１日に訂正し、同年４月から同年９月までの標準報酬月額を

8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

   また、申立人は、申立期間のうち昭和 40 年 10 月１日から同年 11 月１

日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記

録を同年 10 月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を５万 6,000 円と

することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 13 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 27 年４月１日から同年 10 月１日まで 

             ② 昭和 40 年 10 月１日から同年 11 月１日まで 

    私は、昭和 27 年４月１日にＡ社に入社し 45 年８月 31 日まで継続し

て勤務していたが、申立期間①及び②に係る厚生年金保険の加入記録が

欠落しており、納得できないので調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、雇用保険の加入記録、Ａ社から提出された在籍

証明書及び人事記録から、申立人は、同社Ｂ支店に昭和 27 年４月１日か

ら継続して勤務していたことが確認できる。 

   また、事業主は、「申立人は、昭和 27 年４月に正社員として入社して

以降、継続して勤務しているので、入社時から厚生年金保険料を控除して



 

 

いたと思われる。」と回答している上、申立人が同期入社として氏名を挙

げた元同僚は、オンライン記録において、同年４月１日に厚生年金保険被

保険者の資格を取得していることが確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間①に係る保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店にお

ける昭和 27 年 10 月の社会保険事務所（当時）の記録から、8,000 円とす

ることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間①の保険料を納付する義務を履行

したか否かについては、事業主は不明と回答しており、これを確認できる

関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得な

い。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 

   申立期間②については、雇用保険の加入記録、Ａ社から提出された在籍

証明書及び人事記録から判断すると、申立人は、同社に継続して勤務し

（昭和 40 年 10 月１日にＡ社Ｃ支店から同社本社に異動）、申立期間②に

係る保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭

和 40 年 11 月の社会保険事務所の記録から、５万 6,000 円とすることが妥

当である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間②の保険料を納付する義務を履行

したか否かについては、事業主は申立人の資格取得日に係る届出を社会保

険事務所に誤って提出したと回答していることから、社会保険事務所は、

申立人に係る昭和 40 年 10 月の保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は、申立期間②に係る保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 



 

 

千葉厚生年金 事案 3764 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得

日に係る記録を昭和 49 年 11 月５日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

19 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49 年 11 月５日から同年 12 月１日まで 

    私は、昭和 21 年にＡ社Ｃ支店に入社して平成元年に退職するまで、

継続して同社に勤務していた。 

    しかし、昭和 49 年 11 月５日にＡ社Ｄ支店から同社Ｂ支店に転勤にな

ったときの厚生年金保険の加入記録が欠落していることは納得できない

ので、調査して厚生年金保険の記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及びＡ社から提出された人事記録から判断すると、

申立人は、同社に継続して勤務し（同社Ｄ支店から同社Ｂ支店に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

   なお、異動日について、申立人は、「当時は転勤辞令が出れば、１週間

以内には赴任先に行かなければならず、昭和 49 年 11 月の初めにはＥ県に

行っていたはずである。」と供述していることから、同年 11 月５日とす

ることが妥当である。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店におけ

る昭和 49 年 12 月の社会保険事務所（当時）の記録から、19 万円とする

ことが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行し



 

 

たか否かについては、事業主は申立人の資格取得日に係る届出を誤って社

会保険事務所に提出したと回答していることから、社会保険事務所は、申

立人に係る昭和 49 年 11 月の保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



千葉国民年金 事案 3707 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48 年１月から同年 10 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48 年１月から同年 10 月まで 

    私は、会社を退職した直後の昭和 48 年１月頃に、Ａ市役所又は出張

所の窓口で国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付していた

はずであり、申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 48 年１月頃にＡ市で国民年金の加入手続を行ったと主

張しているが、申立人が所持している年金手帳には、初めて国民年金の被

保険者となった日は 61 年 12 月 29 日と記載されており、その資格記録と

オンラインの資格記録とが一致していることから、申立期間は国民年金に

未加入の期間であり、国民年金保険料を納付できない期間である。 

   また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に申立期間の保険料を納

付する前提となるＡ市における別の国民年金手帳記号番号が払い出されて

いたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   さらに、申立人は、国民年金の加入手続、申立期間の保険料の納付場所、

納付金額及び納付方法等についての記憶が明確ではなく、国民年金の加入

状況及び保険料の納付状況等が不明である上、申立期間の保険料を納付し

ていたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立

期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



千葉国民年金 事案 3708 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 63 年７月から平成元年 10 月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63 年７月から平成元年 10 月まで 

    私は、昭和 63 年６月末で会社を退職した後、Ａ市役所において国民

年金の加入手続を行った。同年７月から平成３年２月まではＢ区に居所

を移していたので、Ｂ区役所で国民年金保険料の未納があることや２年

前に遡り保険料を納付できることの説明を受け、元年 11 月に同区役所

の出張所で、Ａ市の実家に送付されていた納付書により、16 か月分の

保険料として 15 万円から 16 万円をまとめて現金で納付した。申立期間

が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、当時、居所があったＢ区役所で国民年金保険料の納付に関す

る説明を受け、平成元年 11 月に同区役所の出張所において、Ａ市の実家

に送付されていた納付書により、申立期間の保険料として 15 万円から 16

万円をまとめて現金で納付したと述べているが、申立期間の保険料を一括

で納付した場合の金額は 12 万 5,300 円であり、申立人が納付したとする

金額と相違する上、通常の事務処理では、Ｂ区役所及び同区出張所におい

てＡ市が発行した納付書を使用して保険料が納付できたとは考え難い。 

   また、Ｂ区役所Ｃ課は、「当時、Ｂ区役所本庁及び出張所では、国民年

金担当窓口で保険料を納付することはできなかった。」と回答しており、

申立人の申述とは符合しない。 

   さらに、オンライン記録によると、平成元年 10 月の保険料は、時効到

来後の３年 12 月 10 日に納付されたことにより過誤納となり、元年 11 月

の保険料に充当処理されており、引き続く同年 11 月の保険料が４年１月

６日に前記充当期間に重複納付されたことにより過誤納となり、申立人に



還付されていることが確認できることから、３年 12 月の時点において、

申立期間は時効により納付することができなかった事情がうかがえる。 

   加えて、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



千葉国民年金 事案 3709 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47 年９月から 50 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年９月から 50 年３月まで 

    私は、申立期間当時、両親と別居生活をしていたので、母が私の国民

年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料については、私が定

期的に一定額を母に渡しており、その中から保険料を納付してもらって

いた。 

    保険料の納付の都度、母から口頭で報告を受けていたのは事実であり、

申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「両親と別居生活をしていたので、申立期間の国民年金保険

料については、私が定期的に一定額を母に渡しており、その中から保険料

を納付してもらっていた。」と申述しているところ、申立人の国民年金手

帳記号番号は、昭和 50 年４月２日に社会保険事務所（当時）からＡ区に

払い出された手帳記号番号の一つであり、Ａ区の国民年金被保険者名簿に

おいて、申立人の国民年金被保険者の資格取得届の受付日が同年５月 27

日であることが確認でき、申立人は、同日に加入手続を行っていることか

ら、加入時点において、申立期間のうち 47 年９月から 48 年３月までの保

険料は時効により納付することができない。 

   また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が払

い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   さらに、申立人は加入手続及び保険料の納付に直接関与しておらず、加

入手続及び保険料納付を行ったとする申立人の母からは証言を得ることが

できないため、加入手続及び保険料の納付状況は不明である上、申立人が



申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告

書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



千葉国民年金 事案 3710 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 63 年９月から平成元年５月までの期間については、国民

年金第３号被保険者として記録訂正をすることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63 年９月から平成元年５月まで 

    私は、昭和 63 年９月４日に出産のために会社を退職し、すぐに夫の

加入するＡ組合の被扶養者となるための手続を行った。夫の被扶養者と

なったので国民年金の加入手続も完了していると思っていたところ、し

ばらくして国民年金保険料の納付書が届いた。そこで、夫と一緒にＢ市

役所の窓口で、夫のＡ組合の被扶養者であることを説明したところ、市

役所職員から第３号被保険者の届出としては大丈夫であるかのような説

明を受けたと思うので申立期間が第３号被保険者となっていないことは

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間は夫の被扶養者であったので、第３号被保険者期間

であるはずだと主張しているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、

国民年金手帳記号番号払出簿により平成３年９月 21 日に社会保険事務所

（当時）からＣ市に払い出された手帳記号番号の一つであり、Ｃ市の国民

年金被保険者名簿から、申立人の国民年金の加入手続は同年 11 月下旬に

行われ、この時点で昭和 63 年９月５日に遡って国民年金の第１号被保険

者資格を取得したものと推認できる上、平成３年 12 月 12 日に社会保険事

務所において、第３号被保険者該当日が元年６月 21 日に遡って処理され

ていることから、申立人の第３号被保険者の資格取得手続はＣ市において

行われ、同日に初めて夫の被扶養者となり、第３号被保険者に該当したと

考えるのが自然である。 

   また、申立人が所持する年金手帳は、昭和 63 年９月 21 日に再交付され

たものではあるが、住所欄には平成３年 10 月に転居したＣ市の住所が記



載されており、国民年金の記録（１）の最初の欄にもＣ市の確認印が押さ

れていることから、Ｂ市で国民年金の加入手続を行った形跡はうかがえな

い。 

   さらに、申立人の夫が加入するＡ組合は、申立人が平成９年８月 21 日

から現在まで被扶養者であることは確認できるが、申立期間当時の資料は

保存されておらず、Ａ組合員であるその夫の被扶養者であることは確認で

きない旨回答しており、当時の状況は不明である上、申立人がその夫の被

扶養者であったことを示す関連資料（年末調整関係資料、給与明細書等）

は無く、ほかに申立期間が第３号被保険者期間であったことをうかがわせ

る事情は見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人の申立期間については、国民年金第３号被保険者とし

て記録訂正をすることはできない。 



千葉国民年金 事案 3711 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成元年４月から８年２月までの国民年金

保険料については、国民年金第３号被保険者期間に重複して納付していた

ものと認めることはできない。 

   また、申立期間のうち、平成８年３月の国民年金保険料については、重

複して納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年４月から８年３月まで 

    私は、平成元年４月から８年２月までの期間は第３号被保険者として

記録されているが、制度を理解しておらず、国民年金保険料を納付して

いた。また、同年３月は重複して保険料を納付したので、それぞれ納付

した保険料を還付してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の所持する国民年金手帳の資格記録欄には、申立人が平成元年４

月１日に強制（第１号）被保険者から第３号被保険者へ、８年３月 14 日

に再度、強制（第１号）被保険者へ、それぞれ種別を変更していることが

確認でき、当該資格記録はオンライン記録と一致している。 

   また、Ａ市の国民年金被保険者名簿において、申立人が平成元年５月１

日に第１号被保険者から第３号被保険者への種別変更を届け出たことが確

認できる上、オンライン記録には社会保険事務所（当時）において、同年

５月 12 日に申立人の第３号被保険者種別変更届が処理されたことが確認

でき、届出から処理までの期間に遅滞は無く、不自然な点は見当たらない

ことから、手続は適正になされたものと考えられる。 

   さらに、第３号被保険者期間については保険料の納付を要しない期間で

あり、第３号被保険者である申立人に保険料の納付書が発行されることは

ないことから、申立人が申立期間のうち、平成元年４月から８年２月まで

の保険料を納付できたとは考え難い上、申立期間のうち、同年３月につい



ては、オンライン記録において、還付記録は無く、申立人が当該期間の保

険料を重複して納付した形跡は見当たらない。 

   加えて、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く､ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人は、申立期間のうち、平成元年４月から８年２月までの

国民年金保険料を国民年金第３号被保険者期間に重複して納付していたも

のと認めることはできず、また、申立期間のうち、同年３月の国民年金保

険料を重複して納付していたものと認めることはできない。 



千葉厚生年金 事案 3765 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 36 年 12 月 11 日から 37 年６月１日まで 

             ② 昭和 37 年７月１日から 42 年９月１日まで 

    私は、Ａ社Ｂ事業所及びＣ社における厚生年金保険の被保険者期間に

ついて、脱退手当金を支給された記録になっているが、退職時に会社か

ら脱退手当金についての説明は全く無く、当然支給された記憶も無いの

で調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＣ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当

金が支給されていることを意味する「脱」の表示が記載されており、申立

期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に

不自然さはうかがえない。 

   また、申立期間の脱退手当金は、Ｃ社における厚生年金保険被保険者資

格喪失日から約１年後の昭和 43 年９月 17 日に支給決定されているところ、

申立人は、「会社を辞めて１年くらいたってから、退職金を受領した。」

と供述しているが、Ｃ社は、「退職金は最後の給与と一緒に支給するので、

42 年９月 25 日に９月分の給与と共に支給されているはずである。」と回

答していることから考えると、申立人が受領したという金員は、同社が代

理受給した脱退手当金を交付したものと推認される。 

   さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いと言うほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

 

千葉厚生年金 事案 3766 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37 年４月 26 日から 40 年１月 26 日まで 

             ② 昭和 40 年３月１日から 46 年 12 月７日まで 

    私は、申立期間の厚生年金保険被保険者期間について、脱退手当金を

支給された記録になっているが、受給した記憶が無いので調査してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人欄には、脱退手当金

が支給されたことを意味する「脱」の表示が記載されており、申立期間の

脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約２

か月後の昭和 47 年２月１日に支給決定されているなど、一連の事務処理

に不自然さはうかがえない。 

   また、申立人は、厚生年金保険被保険者の資格を喪失した直後の昭和

46 年 12 月から 49 年２月までの期間及び 60 年 10 月から平成７年９月ま

での期間について国民年金保険料を長期にわたり納付していないことから、

年金制度に対する意識が高かったとは考え難い上、申立人から聴取しても、

受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していないことをうか

がわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

 

千葉厚生年金 事案 3767 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年５月 20 日から同年８月 21 日まで 

             ② 昭和 36 年 10月２日から 40 年 11月 21日まで 

             ③ 昭和 41 年 10月 17日から 43年２月 12日まで 

    私は、昭和 43 年２月にＡ社を出産のため退職した。退職後、出産手

当金は３万円ほど受給した記憶があるが、脱退手当金を受給した記憶は

全く無いので、調査をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人欄には、脱退手当金

の支給を意味する「脱」の表示が記載されているとともに、申立期間の脱

退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被

保険者資格喪失日から約５か月後の昭和 43 年７月 19 日に支給決定されて

いるなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   また、申立人は、昭和 43 年２月 12 日に厚生年金保険被保険者資格を喪

失した後は、その夫が厚生年金保険に加入する前月の 49 年４月まで国民

年金の強制加入期間であるにもかかわらず、国民年金保険料を納付してい

ないことから、年金制度に対する意識が高かったとは考え難い上、申立人

から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給して

いないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

 

千葉厚生年金 事案 3768 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41 年４月１日から 42 年２月 28 日まで 

    私は、昭和 40 年２月にＡ社を退職したとき、女性は脱退手当金を受

給できると聞き、Ｂ社会保険事務所（当時）でＣ社及びＡ社の２社につ

いては、脱退手当金の請求手続をしたが、その後に勤務したＤ社につい

ては、厚生年金保険に加入していることも知らず、脱退手当金を請求し

た記憶が無いので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間については脱退手当金を受給していないと主張して

いるが、厚生労働省の記録上、申立人が受給を認めている期間と申立期間

は、合算して脱退手当金が支給されたこととなっており、申立人が脱退手

当金の請求手続を行ったとするＢ社会保険事務所は、Ｄ社を管轄する社会

保険事務所であり、Ａ社を管轄するのはＥ社会保険事務所（当時）であっ

たことを踏まえると、申立人は、Ｄ社を退職後に、申立期間も併せて脱退

手当金を受給したと考えるのが自然である。 

   また、Ｄ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人欄には、脱退

手当金の支給を意味する「脱」の表示が記載されているとともに、申立期

間とそれ以前の期間を基礎とした脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無

く、Ｄ社における厚生年金保険被保険者資格喪失日から約５か月後の昭和

42 年７月 25 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さは

うかがえない上、申立人から聴取しても、申立期間を含む脱退手当金を受

給したことを疑わせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

 

千葉厚生年金 事案 3769（事案 2460 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年３月 15 日から 48 年７月 21 日まで 

    私は、前回の申立ての結果、年金記録の訂正を行うことはできないと

する通知を受け取ったが、Ａ年金事務所が保管する脱退手当金裁定請求

書の記載は私の筆跡ではなく、第三者が勝手に作成したものであり、委

員会の結論に納得できないので、再度審議してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、ⅰ）Ａ年金事務所が保管する申立期

間に係る脱退手当金裁定請求書には、申立人の当時の住所が記載され、脱

退手当金計算書等の関係書類には「隔地払」の押印があり、支払決定通知

書を当該住所地に送付し、近隣の指定金融機関に提示して受給する扱いで

あったことが推認できる上、脱退手当金を裁定した社会保険事務所（当

時）では、「脱退手当金決定並びに支出伺」を作成して決裁を得るなど、

適正な裁定手続が行われていることが確認できること、ⅱ）厚生年金保険

被保険者記号番号払出簿により、昭和 52 年６月頃に氏名変更の処理が行

われたと考えられ、申立期間の脱退手当金が同年７月１日に支給決定され

ていることを踏まえると、脱退手当金の請求に併せて氏名変更が行われた

と考えられること、ⅲ）Ｂ社の厚生年金保険被保険者名簿の申立人記載欄

には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、

申立期間の脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処

理に不自然さはうかがえないことなどを理由に、既に当委員会の決定に基

づき平成 22 年９月 22 日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が

行われている。 

   今回、申立人は、当時の母子手帳の写しを提出し、脱退手当金裁定請求

書の筆跡が自分のものではないと主張しているが、当該主張は当委員会の

当初の決定を変更すべき事情とは認められず、そのほかに当委員会の当初

の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

 

千葉厚生年金 事案 3770 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62 年９月１日から 63 年４月１日まで 

    私は、昭和 62 年９月から 63 年３月末日までＡ社に勤務した。当初は

アルバイトのつもりで入社したが、事業主に年金手帳の提出を求められ

たり、健康保険被保険者証をもらったりした覚えがあり、厚生年金保険

に加入していたのではないかと思うので、申立期間の厚生年金保険の加

入記録について調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主から提出された従業員の入退社年月日を記録した大学ノートの申

立人に係る記載により、申立人は、申立期間のうち昭和 62 年 10 月５日か

ら 63 年３月 20 日までＡ社に勤務していたことは確認できる。 

   しかし、申立人が氏名を挙げた元同僚は、「当時、会社には３か月の試

用期間があり、また、アルバイト及びパートは社会保険に加入させないと

会社から聞いたことがある。」と供述しているところ、事業主が上記大学

ノートに記載している申立人以外の 16 人のうち 10 人は当該事業所におけ

る厚生年金保険の被保険者記録が無い。 

   また、申立人は、当該事業所における雇用保険の加入記録は無いが、申

立人が氏名を挙げた元同僚４人には申立期間に厚生年金保険の被保険者記

録があり、かつ、この期間に符合する雇用保険の加入記録もあることから、

当該事業所では厚生年金保険に加入させる場合は、同時に雇用保険にも加

入する取扱いをしていたことがうかがえる。 

   さらに、当該事業所に係るオンライン記録（職歴審査照会回答票）にお

いて、申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

 

千葉厚生年金 事案 3771 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年２月２日から 41 年６月 21 日まで 

    私は、日本年金機構から脱退手当金についてのはがきが届き内容を確

認したところ、Ａ社に勤務していた期間の脱退手当金が支給済みの記録

だった。同社に勤務していた期間については、結婚後、脱退手当金を受

給したが、申立期間に係るＢ社における期間については、脱退手当金の

説明を受け、手続を行った覚えは無く、受給した覚えも無いので、申立

期間の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が勤務していたＢ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票に

おいて、申立人の前後 50 人のうち、受給資格のある加入期間２年以上の

女子は申立人を含め 14 人おり、そのうちオンライン記録上に脱退手当金

を支給したことになっている者は申立人を含め７人であり、脱退手当金の

支給記録がある７人全員が資格喪失日の約４か月半以内に脱退手当金の支

給決定がなされている上、脱退手当金の支給記録のある元同僚は、「会社

に任せていたら、脱退手当金として支給された。」と証言していることを

踏まえると、申立人についても、その委任に基づき事業主による代理請求

がなされた可能性が高いものと考えられる。 

   また、申立人の当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票に

は、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記載されているとともに、

申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚

生年金保険被保険者資格喪失日から約３か月半後の昭和 41 年 10 月７日に

支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

 

千葉厚生年金 事案 3772 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40 年４月１日から 41 年４月 21 日まで 

             ② 昭和 41 年 10 月 17 日から 44 年 2 月１日まで 

    私の年金記録では、申立期間における厚生年金保険加入期間について

は、昭和 44 年４月 28 日に脱退手当金が支給されているとのことである

が、私は絶対に受け取っていないので、その記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の厚生年金保険被保険者名簿の申立人欄には、脱退手当金の支給を

意味する「脱」の表示が記載されているとともに、申立期間の脱退手当金

は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資

格喪失日から約３か月後の昭和 44 年４月 28 日に支給決定されているなど、

一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   また、申立人の厚生年金保険被保険者期間の被保険者記号番号は、申立

期間である２回の被保険者期間は同一の厚生年金保険被保険者記号番号で

管理されているにもかかわらず、申立期間後の被保険者期間は別の記号番

号となっており、脱退手当金を受給したために記号番号が異なっているも

のと考えるのが自然である。 

   さらに、申立人は、申立期間以前の本脱退手当金の支給対象となってい

ないＢ社の被保険者期間について、「厚生年金保険に加入していたという

認識は無く、退職時に被保険者証を交付された記憶も無い。また、Ｃ社へ

入社した際、Ｂ社において発行された被保険者証を提出する必要があった

ということは知らなかった。」と供述している上、申立人から聴取しても、

受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していないことをうか

がわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

 

千葉厚生年金 事案 3773 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 21 年４月 22 日から 22 年５月８日まで 

    私は、申立期間において、Ａ県Ｂ市に在ったＣ社Ｄ工場に勤務した。

年金事務所の記録では、申立期間における脱退手当金を受給したこと

になっているが、受給した記憶が無いので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「申立期間における脱退手当金を受給した記憶が無い。」と

主張しているところ、Ｃ社Ｅ本社Ｆ（部門）は、「当社Ｄ工場に係る厚生

年金保険給付関係記録簿は現存していないが、当時は全事業所で厚生年金

保険給付関係記録簿に給付手続状況を記録しており、同記録簿は全事業所

共通の様式であり、記録項目、記録内容、捺
なつ

印状況等から判断して、脱退

手当金に係る代行請求手続をしていたことが明らかである。ただし、退職

時点で脱退手当金を請求するか否かを決めていなかった場合などは、後日、

退職した従業員本人が直接社会保険事務所（当時）へ請求手続をした可能

性もある。また、当社は、退職する者に対して脱退手当金に関する説明を

行っており、退職者が多い場合は説明会を開き、少ない場合にも個別に説

明していたが、当時の説明資料は残っていない。なお、国民年金制度発足

前の退職者で、再就職の予定が無い人には、脱退手当金を請求するよう指

導していた。」と回答しており、当該事業所から提出された厚生年金保険

給付関係記録簿には、事業主の証言を裏付ける脱退手当金の代理請求をう

かがわせる記述が確認できる。 

   また、申立人の厚生年金保険被保険者台帳には、脱退手当金が支給され

たことが記載されているとともに、申立期間の脱退手当金は支給額に計算

上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約



 

 

半月後の昭和 22 年５月 30 日に支給決定されているなど、一連の事務処理

に不自然さはうかがえない。 

   さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

 

千葉厚生年金 事案 3774 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30 年 10 月１日から 32 年 10 月 17 日まで 

    私は、日本年金機構から送られてきたはがきで、Ａ事業所（現在は、

Ｂ事業所）における厚生年金保険加入期間は脱退手当金が支給されてい

ることを知ったが、脱退手当金を受給した記憶が無いので調査してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人に係るＡ事業所の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）には、脱

退手当金の支給記録が記載されているとともに、申立期間の脱退手当金は、

支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格

喪失日から約２か月後の昭和 32 年 12 月 14 日に支給決定されているなど、

一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   また、申立人の脱退手当金は昭和 32 年 12 月 14 日に支給決定されてい

るが、当時は通算年金制度創設前であり、20 年以上の厚生年金保険被保

険者期間が無ければ、年金は受給できなかったのであるから、申立期間の

事業所を退職後、41 年 10 月まで厚生年金保険への加入歴が無い申立人が

脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえない。 

   さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

 

千葉厚生年金 事案 3775 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年 10 月１日から３年 10 月１日まで 

    私は、昭和 63 年 11 月から平成３年９月末までＡ社に勤務しており、

元年 10 月頃にＢ（職種）からＣ（職種）に職種変更になった後は月 25

万円くらいの給与を得ていたが、厚生年金保険の標準報酬月額が 11 万

8,000 円となっている。雇用保険の賃金額の記録も厚生年金保険の記録

よりも上回っているので、正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された雇用保険被保険者離職票により、申立期間の一部

である平成３年４月１日から同年９月 30 日までの期間において、申立人

に支払われた各月の賃金が、オンライン記録上の標準報酬月額よりも高額

であったことは推認できる。 

   しかし、Ａ社は、「申立期間当時の賃金台帳等の関連資料は無い。」と

回答していることから、申立人の申立期間当時の厚生年金保険料の控除に

ついて確認できない。 

   また、申立人が氏名を挙げた元Ｄ（役職）は、「申立人は正社員からパ

ートタイマーに変わったが、給与体系までは覚えていない。」と供述して

いる。 

   さらに、オンライン記録を確認しても、申立人の標準報酬月額について、

遡及訂正などの不合理な処理が行われた形跡は認められない。 

   このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に相当する厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

 

千葉厚生年金 事案 3776 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31 年２月 22 日から 35 年２月２日まで 

    私は、年金記録を確認したところ、申立期間が脱退手当金支給済期間

となっているが、手続した記憶も受給した記憶も無いので、調査の上、

厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立期間に係る脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、Ａ

社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人欄には、脱退手当金

の支給を意味する「脱」の表示が記載されているなど、一連の事務処理に

不自然さはうかがえない。 

   また、申立人の脱退手当金は昭和 35 年 11 月 11 日に支給決定されてい

るが、当時は通算年金制度創設前であり、20 年以上の厚生年金保険被保

険者期間が無ければ、年金は受給できなかったのであるから、申立期間の

事業所を退職後、60 歳まで厚生年金保険への加入歴が無い申立人が脱退

手当金を受給することに不自然さはうかがえない。 

   さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

 

千葉厚生年金 事案 3777 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ 

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30 年７月１日から 38 年６月１日まで 

    私は、年金記録を確認したところ、申立期間が脱退手当金支給済期間

となっているが、手続した記憶も受給した記憶も無いので、調査の上、

厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間の脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪

失日から約３か月後の昭和 38 年８月 30 日に支給決定されているとともに、

Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人欄には、脱退手当金の

支給を意味する「脱」の印が押されているなど、一連の事務処理に不自然

さはうかがえない。 

   また、申立人に対しては、申立期間後の２か所の厚生年金保険被保険者

期間についても脱退手当金が支給されているが、その際、仮に申立期間の

脱退手当金が支給されていなければ、申立期間も併せて請求手続が取られ

るべきところ、申立人は、申立期間後の被保険者期間のみ手続したと主張

していることを踏まえると、申立期間については既に脱退手当金が支給さ

れていたものとして、請求手続が行われたものと考えるのが自然である。 

   さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申 

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

 

千葉厚生年金 事案 3778 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 31 年１月頃から同年７月頃まで 

             ② 昭和 32 年１月頃から同年７月頃まで 

             ③ 昭和 32 年８月頃から同年 12 月頃まで 

             ④ 昭和 33 年１月頃から同年７月頃まで 

             ⑤ 昭和 33 年８月頃から同年 12 月頃まで 

             ⑥ 昭和 34 年１月頃から同年７月頃まで 

             ⑦ 昭和 35 年１月頃から同年７月頃まで 

             ⑧ 昭和 38 年１月頃から同年６月頃まで 

             ⑨ 昭和 39 年８月頃 

             ⑩ 昭和 39 年 11 月頃から 40 年６月頃まで 

             ⑪ 昭和 43 年 10 月頃から同年 12 月頃まで 

             ⑫ 昭和 50 年 11 月頃から同年 12 月頃まで 

             ⑬ 昭和 56 年５月頃から同年７月頃まで 

    私の夫は、Ａ（職種）として、漁船に休み無く乗船していたのに、船

員保険被保険者期間が欠けているところがあることから、申立期間に

ついて被保険者であったことを認めてほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①、②、④、⑥及び⑦については、申立人の妻は、「申立人

はＢ丸に乗船していた。」と主張しているところ、Ｃ県においてＢ丸

という名称の船舶を所有している者について調査した結果、船員保険

船舶所有者名簿によりＤ氏及びＥ氏並びにインターネット検索により



 

 

Ｆ氏がそれぞれ確認できたが、Ｄ氏、Ｅ氏は所在を確認することがで

きない上、Ｆ氏の親族から具体的な回答を得ることができず、申立人

の勤務実態について確認することができない。 

    また、船舶所有者Ｄ氏に係る２適用事業所の船員保険被保険者名簿に

おいて、昭和 31 年１月から 35 年７月までの期間に申立人の氏名は無

い。 

    さらに、船員保険船舶所有者名簿において、船舶所有者Ｆ氏は昭和

28 年 12 月に船員保険の適用事業所でなくなっていることが確認できる

こと、並びに船舶所有者Ｅ氏に係る２適用事業所において、38 年４月

及び同年 10 月にそれぞれ船員保険の適用事業所となっていることが確

認できることから、当該申立期間は船員保険の適用事業所になってい

ない期間である。 

    そのほか、申立人の当該申立期間における船員保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ２ 申立期間③については、申立人の妻は、「申立人は「Ｇ」において勤

務していたが、当該名称が船名なのか船舶所有者名なのか不明であ

る。」と供述しているところ、Ｃ県においてＧという名称の船舶を所

有している者について調査した結果、Ｈ局Ｉ支局Ｊ事務所からの回答

によりＫ社及びインターネット検索により船舶所有者としてＬ氏が確

認できたが、Ｌ氏は所在を確認することができない上、Ｋ社の清算人

は、「当時の関係者は死亡しており、申立人が在籍していたかどうか

は不明である。」と回答しており、申立人の勤務実態について確認す

ることができない。 

    また、事業所名簿検索システムによる検索の結果、Ｌ氏は、船員保険

の適用事業所としての記録が確認できない。 

    さらに、申立人の当該申立期間における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ３ 申立期間⑤については、申立人の妻は、「申立人はＭ丸に乗船してい

た。」と主張しているところ、Ｃ県においてＭ丸という名称の船舶を

所有している者について調査した結果、船舶所有者名簿によりＮ氏、

Ｈ局Ｉ支局Ｊ事務所からの回答によりＯ氏及びインターネット検索に

より船舶所有者としてＰ氏がそれぞれ確認できたが、Ｏ氏及びＰ氏は

所在を確認することができない上、Ｎ氏の息子は、「当時の関係者は

死亡しており、申立人が在籍していたか否かは分からない。」と回答

しており、申立人の勤務実態について確認することができない。 

    また、船舶所有者Ｎ氏に係る４適用事業所の船員保険被保険者名簿及



 

 

び船舶所有者Ｐ氏に係る船員保険被保険者名簿において、申立期間⑤

を含む昭和 31 年１月から 35 年７月までの期間に申立人の氏名は無い。 

    さらに、事業所名簿検索システムによる検索の結果、Ｏ氏は、船員保

険の適用事業所としての記録が確認できない。 

    加えて、申立期間⑤の一部は、オンライン記録において、申立人は他

の事業所で船員保険被保険者の資格を取得していることが確認できる。 

    そのほか、申立人の当該申立期間における保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ４ 申立期間⑧、⑪、⑫及び⑬については、申立人の妻は、「船名も船舶

所有者名も記憶していないが、申立人は乗船を継続していた。」と主

張しており、各申立期間の直前及び直後の事業所を申立ての対象事業

所として調査したところ、申立期間⑧については、当該申立期間の直

前に申立人の船員保険被保険者記録がある船舶所有者Ｑ氏の親族は、

「当時の関係者は誰もいないので、申立期間における申立人の在籍に

ついては不明である。」と回答しており、申立人の勤務期間を確認す

ることができない。 

    また、船舶所有者Ｑ氏に係る船員保険被保険者名簿から、申立人は昭

和 37 年 12 月 29 日に被保険者資格を喪失し、申立人及び家族の健康保

険被保険者証を返納していることが確認できる。 

    さらに、当該期間の直後に申立人の船員保険被保険者記録がある船舶

所有者Ｒ社に係る船員保険被保険者名簿において、申立期間⑧を含む

昭和 37 年 12 月１日から 38 年７月９日までの期間に申立人の氏名は無

く、整理番号に欠番も無い。 

    申立期間⑪については、当該申立期間の直前に申立人の船員保険被保

険者記録がある船舶所有者Ｓ氏の親族は、「祖母は死亡しており、申

立期間における申立人の在籍については不明である。」と回答してお

り、申立人の勤務期間を確認することができない。 

    また、船舶所有者Ｓ氏に係る船員保険被保険者名簿から、申立人は昭

和 43 年 10 月 29 日に被保険者資格を喪失し、健康保険被保険者証を返

納していることが確認できる。 

    さらに、当該期間の直後に申立人の船員保険被保険者記録がある船舶

所有者Ｔ氏の息子は、「父は死亡しており、申立期間における申立人

の在籍及び保険料の控除については不明である。」と回答しており、

申立人の勤務期間を確認することができない。 

    加えて、船舶所有者Ｔ氏に係る船員保険被保険者名簿において、申立

期間⑪を含む昭和 43 年 10 月１日から 44 年１月２日までの期間に申立

人の氏名は無く、整理番号に欠番も無い。 



 

 

    申立期間⑫については、当該申立期間の直前に申立人の船員保険被保

険者記録がある船舶所有者Ｕ氏は、「申立人が昭和 50 年 11 月 30 日に

船員保険被保険者資格を喪失したことが記載された資料のみが残って

いた。申立期間の保険料の控除については不明である。」回答してい

る。 

    また、当該申立期間の直後に申立人の船員保険被保険者記録がある船

舶所有者Ｖ氏の親族は、「Ｖは死亡しており、当時の資料も無く、申

立期間における申立人の在籍及び保険料の控除については不明であ

る。」と回答しており、申立人の勤務期間を確認することができない。 

    また、船舶所有者Ｖ氏に係る船員保険被保険者名簿において、申立期

間⑫を含む昭和 50 年 11 月１日から 51 年１月７日までの期間に申立人

の氏名は無く、整理番号に欠番も無い。 

    申立期間⑬については、当該申立期間の直前及び直後に申立人の船員

保険被保険者記録がある船舶所有者Ｗ氏の息子は、「当時の資料は無

く、申立期間における申立人の在籍については不明である。」と回答

しており、申立人の勤務期間を確認することができない。 

    また、船舶所有者Ｗ氏に係る船員保険被保険者名簿から、申立人は昭

和 56 年５月 27 日に被保険者資格を喪失し、健康保険被保険者証を返

納していることが確認できる。 

    さらに、船舶所有者Ｗ氏に係る船員保険被保険者名簿において、申立

期間⑬を含む昭和 56 年２月１日から同年８月１日までの期間に船員保

険被保険者の資格を取得した者は一人のみである上、当該期間に申立

人の氏名は無く、整理番号に欠番は無い。 

    そのほか、申立人の当該申立期間における保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ５ 申立期間⑨及び⑩については、申立人の妻は、「申立人は船舶所有者

Ｘ氏の船舶に乗船していた。」と主張しているが、船舶所有者Ｘ氏は、

「当時の給与担当者は既に亡くなっており、当時の資料は無く、申立

期間における申立人の在籍及び保険料の控除については不明であ

る。」と回答しており、申立人の勤務実態について確認することがで

きない。 

    また、船舶所有者Ｘ氏に係る船員保険被保険者名簿において、申立期

間⑨及び⑩を含む昭和 39 年８月１日から 40 年７月６日までの期間に

おいて申立人の氏名は無い。 

    さらに、申立期間⑩については、申立人の国民年金手帳記号番号は、

国民年金手帳記号番号払出簿検索システムにより、昭和 40 年２月 24

日に社会保険事務所（当時）からＹ市に払い出されており、オンライ



 

 

ン記録において、申立人は 39 年 11 月９日から 40 年７月６日までの期

間、国民年金に加入し、39 年 11 月から 40 年３月までの５か月分の国

民年金保険料は未納であるが、同年４月から同年６月までの３か月分

の国民年金保険料を納付していることが確認できる。 

    そのほか、申立人の当該申立期間における保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ６ 以上の調査結果に加え、申立期間について、申立人の妻は申立人の船

員手帳を所持しておらず、申立人の元同僚の氏名を記憶していないこ

とから、元同僚に調査を行うことができない上、申立期間①、②、③、

④、⑤、⑥及び⑦については、申立人の船員保険被保険者台帳の船舶

所有者氏名又は名称欄において、昭和 25 年に資格を取得したＺ氏から

始まり、ａ氏、ｂ氏、ｃ氏、ｄ氏、35 年に資格を取得したＲ社まで順

に記載されていることが確認でき、当該加入記録はオンライン記録と

一致している。 

 

  ７ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として、申立期間に係る船員保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

 

千葉厚生年金 事案 3779 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49 年４月 30 日から同年 10 月１日まで 

    私は、昭和 49 年４月 30 日にＡ区にあったＢ（業種）を営むＣ社に入

社し、同年９月 30 日まで勤務した。給与から厚生年金保険料が控除さ

れていたはずなので、厚生年金保険の加入記録が無いことは納得できな

い。調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、｢昭和 49 年４月 30 日にＣ社に入社し、同年９月 30 日まで勤

務しており、厚生年金保険に加入していた。｣と主張している。 

   しかしながら、事業主は、「申立人のことは記憶に無い。また、申立期

間当時の資料は保管していないため、申立人の勤務実態及び厚生年金保険

料の控除については不明である。」と回答している。 

   また、申立人は、元同僚の氏名を記憶していないことから、当該事業所

に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立期間当時、厚生年

金保険の被保険者であった７名に申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適

用状況について照会したところ、そのうち１名から回答があったものの、

当該元同僚は、「申立人のことは記憶に無い。」と証言しており、申立人

の申立期間における勤務実態について具体的な証言を得ることができない。 

   さらに、上記被保険者名簿に申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号

に欠番は無い上、申立人の申立期間における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

 

千葉厚生年金 事案 3780 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33 年 11 月１日から 34 年 11 月１日まで 

             ② 昭和 40 年 12 月１日から 41 年４月 21 日まで 

    私の年金記録では、昭和 33 年 11 月１日から 41 年４月 21 日までの厚

生年金保険被保険者期間については、同年７月 29 日に脱退手当金が支

給済みとされているが、私はＡ（機関）における被保険者期間（34 年

11 月５日から 40 年２月１日まで）の脱退手当金は受給したものの、申

立期間①及び②に係る脱退手当金は受給していないので、年金給付に反

映してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ（機関）に係る脱退手当金は受給したが、同社の前後の期

間に勤務していた申立期間①及び②については脱退手当金を受給していな

いと主張している。 

   しかしながら、申立期間①及び②の厚生年金保険被保険者記号番号は、

申立人が脱退手当金の受給を認めているＡ（機関）の記号番号と同一番号

で管理されており、オンライン記録において、申立人に係る脱退手当金は、

Ａ（機関）の期間のほかに申立期間①及び②を含めた期間を計算の基礎と

して支給され、当該支給額に計算上の誤りは無い上、申立期間②に係る健

康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人欄には、脱退手当金の支給を意

味する「脱」の印が押されていることが確認でき、申立期間②に係る厚生

年金保険被保険者資格喪失日から約３か月後の昭和 41 年７月 29 日に支給

決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   また、申立人は、「脱退手当金を受給したのは一回だけである。」と供

述しており、オンライン記録上の脱退手当金支給額と申立人が受給したと



 

 

供述する額はおおむね一致している上、申立人から聴取しても、受給した

記憶が無いというほかに申立期間①及び②を含む脱退手当金を受給したこ

とを疑わせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

 

千葉厚生年金 事案 3781 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 30年１月 26日から 32 年 12月 26日まで 

             ② 昭和 33 年１月１日から同年１月５日まで 

    私がＡ社及びＢ社に勤務していた厚生年金保険の被保険者期間につい

ては、脱退手当金が支給されていると記録されており、Ｂ社を退職する

ときに、確かに同社に勤務した期間の脱退手当金を受け取った記憶があ

るが、Ａ社に勤務した期間については、脱退手当金を受け取っていない。

納得できないので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ｂ社に係る脱退手当金は受給したが、同社より前に勤務して

いたＡ社に係る脱退手当金は受給していないと主張している。 

   しかしながら、申立人に係るＡ社の被保険者期間が記録されている厚生

年金保険被保険者台帳には、脱退手当金の算定のために必要となる標準報

酬月額等を、昭和 43 年３月 10 日に社会保険庁（当時）から当該脱退手当

金を裁定した社会保険事務所（当時）へ回答したことが記録されているこ

とが確認できる上、申立期間①及び②の厚生年金保険被保険者記号番号は、

申立人が脱退手当金の受給を認めているＢ社の厚生年金保険被保険者記号

番号と同一番号で管理されており、オンライン記録において、申立人に係

る脱退手当金は、Ｂ社の期間のほかに申立期間①及び②を含めた期間を計

算の基礎として支給され、当該支給額に計算上の誤りは無く、Ｂ社に係る

厚生年金保険被保険者資格喪失日から約４か月後の同年５月 27 日に支給

決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   また、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに申立期

間①及び②を含む脱退手当金を受給したことを疑わせる事情は見当たらな

い。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 


